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（保育サービスとの関係）

仕事と生活の両立を図るため、保育サービスの
充実は重要な課題です。
0 ～ 5 歳人口に対する保育所定員数と、女性有
配偶者の労働力率の間には、正の関係性が見られ

ます（図表 3-4-31）。
また、小学 1 ～ 3 年生の就学児童数に対する放

課後児童クラブ登録児童数と、女性有配偶者の労
働力率の間にも、正の関係性が見られます（図表
3-4-32）。

【図表3-4-31 都道府県別の女性の労働力率と保育所定員数の関係】

【図表3-4-32 都道府県別の女性の労働力率と放課後児童クラブ登録児童数（小学1～3年生）の関係】
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待機児童の数は 2004 年以降 4 年間減少してき
たものの、保育所の定員増にもかかわらず、2008
年～ 2010 年は 3 年連続で増加しました。その後、
2011 年以降 3 年連続して減少し、2013 年は 2 万
2,741 人となっています。女性の就業意欲の長期

的な高まりに加え、家計のために仕事に出たいと
いう人が増えている状況においては、引き続き、
特に都市部における保育所をめぐる状況は深刻で
す（図表 3-4-33）。

【図表3-4-33 待機児童数と保育所定員の推移】

【図表3-4-34 クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移】

放課後児童クラブについては、クラブ数及び登録
児童数は年々増加しています。また、クラブを利用

できなかった児童数（待機児童数）は最大の 19 年
に比べて約6割となっています（図表3-4-34）。
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（男性の家事・育児への参画について）

仕事と家庭の両立は、男女を問わず推進してい
くことが求められる課題です。父親が子育ての喜
びを実感し、子育ての責任を認識しながら、積極
的に子育てに関わるよう促していくことが一層求
められています。

妻の出産後の夫の平日の家事・育児時間と妻の
就業継続の割合には正の関係性が見られます（図
表 3-4-35）。また、夫の休日の家事・育児時間と第
2 子以降の出生割合には正の関係性が見られます
（図表 3-4-36）。このように、男性が子育てや家事
に関わっていくことが女性の継続就業を後押しす
ることにもつながります。

【図表3-4-35 夫の家事・育児時間（平日）別出産後の妻の就業継続状況】

【図表3-4-36 子どもがいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみたこの9年間の第2子以降の出生の状況】
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しかし、男性の育児休業取得率は 1.89 ％と非常
に低い水準にとどまっています。また、平成 23 年
4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの 1 年間に
育児休業を終了し、復職した男性の育児休業取得
期間は、「5 日未満」（41.3 ％）が最も多く、1 か
月未満が 7 割を超えています。一方、2 年前と比
較すると、1か月以上の割合は約 10 ポイント上昇
しています（図表 3-4-37）。
男性が育児休業を取得しない理由としては、「職
場が制度を取得しにくい雰囲気だった」（30.3 ％）、
「業務が繁忙であった」（29.7 ％）、「配偶者等、自
分以外に育児をする人がいた」（29.4 ％）、「職場や
同僚に迷惑をかけると思った」（25.1 ％）、「収入が
減り、経済的に苦しくなると思った」（22.0 ％）な
どが多く挙げられています（図表 3-4-38）。
また、男性が子育てや家事に費やす時間を見る
と、6歳未満の子をもつ夫の家事関連時間は 67 分
となっており、先進国中最低の水準にとどまって
います（図表 3-4-8、図表 3-4-39）。これを世帯の
種類別に見ると、妻が無業の世帯においては 66 分、

共働き世帯においては 70 分となっており、妻の就
業形態に関わらず、男性が家事・育児に費やす時
間は低調にとどまっています（図表 3-4-40）。
男性が子育てや家事を行っているかどうかについ
ては、社会生活基本調査において、調査期間中に該
当する種類の行動をした人の割合を「行動者率」と
して算出しています。6歳未満の子どもをもつ夫の
「家事」及び「育児」の行動者率を見ると、ここ数
年で「家事」、「育児」ともに行動者率が上昇してい
ますが、共働き世帯でも、約 8 割の男性が全く※
「家事」を行わず、約 7割の男性が全く「育児」を
行っていません（図表3-4-41-①）。また、「家事」及
び「育児」の行動者の平均時間（1 日当たり）は、
「家事」で約 70 分、「育児」で約 2時間であり、妻
が無業の世帯に比べて共働きの世帯の方がやや長く
なっています（図表3-4-41-②）。
（※）社会生活基本調査においては、15分単位で行動を

報告することとなっているため、15分に満たない
行動は報告されない点に留意が必要。

【図表3-4-37 育児休業後復帰者の取得期間内訳（男性）】

【図表3-4-38 男性正社員が育児休業を取得しなかった理由】
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【図表3-4-39 6歳未満児のいる夫の家事・育児関連時間（1日当たり）―国際比較―】

【図表3-4-41-①　6歳未満の子どもをもつ夫の家事関連の行動者率】

【図表3-4-40 6歳未満の子どもをもつ妻・夫の家事関連（うち育児）時間、仕事等時間（週全体）】
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（男性の家事・育児への参画と
長時間労働との関係について）

男性の家事・育児への参画が進まない理由とし
て、子育て世代の男性の長時間労働が指摘されて
います。実際、子育て世代の男性の長時間労働の
割合は他の年代に比べ、高くなっています（図表
3-3-10）。
しかし、夫の労働時間別に 1 日当たりの行動時
間を見ると、週労働時間が 49 時間以上では、育児
を含む家事関連時間が 49 時間未満の場合と比較し
て短い傾向が見られますが、35 時間未満及び 35
～ 49 時間未満では、明確な傾向は見られません。
他方、「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」を含む休養

等自由時間活動や「趣味・娯楽」を含む積極的自
由時間活動等については、労働時間が短くなると
行動時間が長くなる傾向が見られます（図表 3-4-
42）。
また、男性正社員に対し、平日の家事・育児の
時間を増やすために必要なことを聞いたところ、1
日の労働時間が長いほど「残業が少なくなること」、
「職場の人員配置に余裕ができること」を挙げる割
合が高く、労働時間が 12 時間（週労働時間 60 時
間以上に相当）以上でその傾向が顕著です。一方、
1 日当たりの労働時間が短いほど、「配偶者とのコ
ミュニケーションの向上」、「家事・育児のスキル
の向上」の割合が高くなっています（図表 3-4-43）。

【図表3-4-42 夫の週間就業時間別にみた1日当たりの行動時間（有業の夫と妻の世帯）】

【図表3-4-41-②　6歳未満の子どもをもつ夫の家事関連時間（総平均時間と行動者平均時間）】
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（配偶者との関係や両親から受ける影響について）

妻の家事関連時間と夫の家事関連時間には相関
が見られず、妻が有業である世帯においても、夫
の「家事関連時間なし」の割合が半数を超えてい
ます（図表 3-4-44）。
一方、妻の就業形態や妻との話し合いの状況等と
男性の家事関連時間には関係性がうかがえます。男
性の子育ての頻度について、子育てを「頻繁にする」
割合を配偶者の就業形態別に見ると、配偶者が「公
務員・公社等の正規職員」、「自営（農林漁業）」、「正

社員」の場合には 5割を超えているのに対し、「パ
ートタイマー等の非正規雇用者」、「専業主婦」等の
場合は3割台にとどまっています（図表3-4-45）。
平日の家事・育児時間が長い男性正社員ほど、

第 1 子出産前に夫婦で役割分担について話し合っ
て自身が納得した割合が高くなっています（図表
3-4-46）。
また、家事・育児時間が長い男性正社員ほど、

概ね小学生のころ、両親が「男性も家事・育児に
積極的に参加すべきだ」と考えていたであろうと
感じる割合が高くなっています（図表 3-4-47）。

【図表3-4-43 労働時間別にみた家事・育児時間を増やすために必要なこと〔個人調査〕（男性・正社員）】

【図表3-4-44 世帯単位での家事関連時間のばらつき（平日）】
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【図表3-4-45 配偶者の就業形態別にみた
男性自身の子育ての頻度】

【図表3-4-46 家事・育児時間別にみた夫婦の
話し合いに対する納得度〔個人調査〕（男性・正社員）】

【図表3-4-47 概ね小学生時に感じた両親の意識別にみた
平日の家事・育児時間〔個人調査〕（男性・正社員）】


